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１章 再処理施設との共用に係る変更の概要，変更に

伴う設計方針



１－１ 

１．変更の概要 

今般の新規制基準の制定により，モニタリングポストの伝送系の多様

化，外部電源喪失時に非常用電源設備への接続，緊急時対策所の設置等が

新たに要求されたことに伴い，以下の設備について新たに共用とすること

とした。                    【補足説明資料４】 

１．１ 不法侵入等防止設備 

加工施設への人の不法な侵入等並びに核燃料物質等の不法な移動又は妨

害破壊行為を核物質防護対策として防止するため，再処理施設の人の容易

な侵入を防止できる柵等を共用する。   

１．２ 環境モニタリング設備 

周辺監視区域境界付近に空間放射線量率の監視を行うため，再処理施設

のモニタリングポストを共用する。 

１．３ 第１非常用ディーゼル発電機 

加工施設と共用する再処理施設のモニタリングポストは，非常用電源設

備である第１非常用ディーゼル発電機に接続する設計であることから，使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9kＶ非常用母線並びにそれらの機

能を果たすために必要な設備を共用する。 

１．４ 通信連絡設備 

（１）所内通信連絡設備 

警報装置のページング装置並びに所内通信連絡設備の所内携帯電話及び

ページング装置は，再処理施設及び加工施設で同じ設備を使用することか

ら，再処理施設と共用する。    

（２）所外通信連絡設備 

再処理施設の所外通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ-ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワーク



１－２ 

ＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファ

クシミリは，再処理施設と加工施設で同じ設備を使用することから共用す

る。 

１．５ 緊急時対策所 

加工施設で事故等が発生した場合に，燃料加工建屋以外の場所で，加工

施設の状況の把握等，適切な措置をとる対策活動を実施するため，再処理

施設の緊急時対策所を共用する。 



２－１ 

２．規則への適合性 

本変更に伴い，以下の条文について適合性を示す。 

【補足説明資料７】 

２．１ 「加工施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」第 20

条（非常用電源設備）への適合性 

（非常用電源設備） 

第二十条 加工施設には，外部電源系統からの電気の供給が停止した場

合において，監視設備その他安全機能を有する施設の安全機能を

確保するために必要な設備が使用できる非常用電源設備を設けな

ければならない。 

適合のための設計方針 

第１項について 

加工施設には，外部電源系統からの電気の供給が停止した場合に

おいて，監視設備その他安全機能を有する施設の安全機能を確保す

るために必要な設備が使用できる非常用電源設備（安全機能を確保

するために必要な施設への電力供給設備（非常用母線スイッチギ

ア，ケーブル等）を含む。）を設ける設計とする。非常用電源設備

として，停電等の外部電源系統の機能喪失時に備えて，非常用発電

機，第１非常用ディーゼル発電機，燃料貯蔵設備等で構成する。非

常用所内電源設備を設置し，停電等の外部電源系統の機能喪失時に

備えて，グローブボックスの換気設備等，放射線監視設備，火災又

は臨界等の警報設備，通信連絡設備及び非常用照明，並びに核的，

熱的及び化学的制限値を維持するために必要な設備の安全機能の確

保を確実に行うために，十分な容量，機能及び信頼性を確保する設

計とする。



３－１ 

については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

３．変更に伴う設計の基本方針  

３．１ 設計の基本方針 

３．１．１ 加工施設の設計の基本方針 

加工施設は，外部電源系統からの電気の供給が停止した場合にお

いて，監視設備その他安全機能を有する施設の安全機能を確保する

ために必要な設備が使用できる非常用電源設備（安全機能を確保す

るために必要な施設への電力供給設備（非常用母線スイッチギア，

ケーブル等）を含む。）を設ける設計とする。非常用電源設備とし

て，停電等の外部電源系統の機能喪失時に備えて，非常用発電機，

第１非常用ディーゼル発電機，燃料貯蔵設備等で構成する非常用所

内電源設備を設置し，停電等の外部電源系統の機能喪失時に備え

て，グローブボックスの換気設備等，放射線監視設備，火災又は臨

界等の警報設備，通信連絡設備及び非常用照明，並びに核的，熱的

及び化学的制限値を維持するために必要な設備の安全機能の確保を

確実に行うために，十分な容量，機能及び信頼性を確保する設計と

する。 

安全機能を有する施設のうち，再処理施設と共用するものは，共

用によって加工施設の安全性を損なわない設計とする。 



３－２ 

  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

３．１．２ 非常用設備の基本方針 

（１）非常用電源設備 

① 構造 

加工施設は，再処理事業所外の電力系統から再処理施設と共用す

る受変電設備を経て，6.9kＶ２回線で受電する設計とする。送電線

２回線の停止時に備えて，非常用発電機，第１非常用ディーゼル発

電機，燃料貯蔵設備等で構成する非常用所内電源設備を設置する。

再処理施設の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル

発電機を，燃料加工建屋に非常用発電機を設置する。また，燃料加

工建屋に非常用直流電源設備，非常用無停電電源装置等を設置す

る。さらに，燃料貯蔵設備として，第１非常用ディーゼル発電機用

に重油タンクを，非常用発電機用に燃料油タンクを設置する。  

重油タンク及び燃料油タンクは，設計基準事故に対処するために

必要な第１非常用ディーゼル発電機１台及び非常用発電機１台によ

り必要とする電力を供給できる容量以上の燃料を事業所内に貯蔵す

る設計とする。                    【補足説明資料８】 

非常用電源設備はグローブボックスの換気設備等，放射線監視設

備，火災又は臨界等の警報設備，通信連絡設備及び非常用照明，並

びに核的，熱的及び化学的制限値を維持するために必要な設備の安

全機能の確保を行うために，十分な容量，機能及び信頼性を確保で

きるよう，多重性及び独立性を確保し，設計基準事故時において設

計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するために必要

な電力を，非常用発電機及び第１非常用ディーゼル発電機の連続運

転により供給できる設計とする。  



３－３ 

  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

非常用所内電源設備を構成する第１非常用ディーゼル発電機は，

電源復旧までの期間，モニタリングポスト及びダストモニタに，給

電できる設計とする。 

（ａ）主要な設備 

ａ．受電開閉設備（再処理施設と共用）  

回    線     ２  

電    圧     154ｋＶ  

ｂ．受電変圧器（再処理施設と共用）  

容  量   90,000ｋＶＡ（１号，２号）（再処理施設と共用） 

36,000ｋＶＡ（３号，４号）（再処理施設と共用）  

電  圧   154ｋＶ／6.9ｋＶ  

台  数   ４  

ｃ．第１非常用ディーゼル発電機（再処理施設と共用） 

台   数     ２  

出  力   約 5,200ｋＶＡ／台  

電圧確立時間（注１）     約 15 秒  

注１ 非常用発電機の自動起動から電圧確立までの時間 

ｄ．重油タンク（再処理施設と共用）  

基  数   ４  

容  量   130 ㎥／基     

ｅ．非常用発電機 

台   数     ２  

出  力   約 1,000ｋＶＡ／台  

電圧確立時間（注１）     40 秒以内 

注１ 非常用発電機の自動起動から電圧確立までの時間 



３－４ 

  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

ｆ．燃料タンク  

基  数   １  

容  量   60kL／基  

 

 

 



３－５ 

については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

３．２ 安全設計 

３．２．１ 非常用電源設備の安全設計 

加工施設は，外部電源系統からの電気の供給が停止した場合におい

て，監視設備その他安全機能を有する施設の安全機能を確保するため

に必要な設備が使用できる非常用電源設備（安全機能を確保するため

に必要な施設への電力供給設備（非常用母線スイッチギア，ケーブル

等）を含む。）を設ける設計とする。非常用電源設備として，停電等

の外部電源系統の機能喪失時に備えて，非常用発電機，第１非常用デ

ィーゼル発電機，燃料貯蔵設備等で構成する非常用所内電源設備を設

置し，停電等の外部電源系統の機能喪失時に備えて，グローブボック

スの換気設備等，放射線監視設備，火災又は臨界等の警報設備，通信

連絡設備及び非常用照明，並びに核的，熱的及び化学的制限値を維持

するために必要な設備の安全機能の確保を確実に行うために，十分な

容量，機能及び信頼性を確保する設計とする。 

加工施設の電力は，東北電力ネットワーク株式会社電力系統の 154

ｋＶ送電線２回線から共用する再処理施設の受電開閉設備で受電し，

受電変圧器を通して 6.9ｋＶに降圧した後，加工施設へ給電する設計

とする。  

燃料加工建屋に非常用発電機を設けるとともに，再処理施設の使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋に第１非常用ディーゼル発電機を設ける

設計とする。 

母線構成は，極力簡単にし，母線の切替操作を容易，かつ，信頼性

の高いものにするとともに，誤操作を防止するための措置を講ずる。

非常用所内電源設備には，必要に応じ環境条件を模擬した試験により

健全性を確認したものを使用する。  



３－６ 

については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

非常用所内電源設備は，加工施設の運転中又は停止中に定期的に

試験及び検査ができるとともに，その安全機能を健全に維持するた

めの適切な保守及び修理ができる設計とする。  

非常用所内電源設備のうち動的機器は，多重性及び独立性を確保

する設計とする。具体的には，独立した２箇所に非常用電源設備を

設置し，それぞれ必要な容量を有する非常用発電機又は第１非常用

ディーゼル発電機に接続する設計とする。  

非常用所内電源設備は，グローブボックスの換気設備等，放射線

監視設備，火災又は臨界等の警報設備，通信連絡設備及び非常用照

明，並びに核的，熱的及び化学的制限値を維持するために必要な設

備並びに設計基準事故に対処するために必要な設備の安全機能を失

うことのない設計とする。  

これらにより，その系統を構成する機器の単一故障が発生した場

合にも，機能が確保できる設計とする。なお，再処理施設の使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋には第１非常用ディーゼル発電機を，燃料加

工建屋には非常用発電機，非常用直流電源設備，非常用無停電電源

装置及び非常用配電設備を各々異なる区画に設置する設計とする。  

第１非常用ディーゼル発電機は，７日間の外部電源喪失を仮定し

ても電力を供給できるよう，７日間以上連続運転できる燃料貯蔵設

備を敷地内に設け，それぞれの燃料油系より，運転時に連続して燃

料を供給できる設計とする。  

東北電力ネットワーク株式会社電力系統の154ｋＶ送電線２回線か

ら受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して再処理施設に給電を

行っているが，当該電気設備のうち，受電開閉設備から加工施設，

受電開閉設備から環境モニタリング設備のモニタリングポスト及び



３－７ 

  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

ダストモニタまでの給電範囲を加工施設と共用する。なお，再処理

施設と共用する放射線監視設備のモニタリングポストは，第１非常

用ディーゼル発電機を非常用電源とする設計とすることから，使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の 6.9ｋＶ非常用母線及び 460Ｖ非

常用母線並びに第１非常用ディーゼル発電機及びその燃料を供給す

る重油タンク並びに安全冷却水系についても，加工施設と共用する。 

また，加工施設は再処理施設との共用によって安全機能を有する

施設への電力の供給が停止することがないよう，再処理施設への給

電を考慮しても十分な容量を確保することにより，共用によって加

工施設の安全性を損なわない設計とする。  



３－８ 

  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

通常時に使用する照明の他に，安全避難通路にその位置を明確か

つ恒久的に表示することにより容易に識別でき，照明用の電源が喪

失した場合においても機能を損なわない避難用照明と設計基準事故

が発生した場合において，昼夜及び場所を問わず事故対策のための

作業が生じた場合に作業が可能となるよう，避難用の照明とは別に

作業用照明を中央監視室，制御第１室及び制御第４室に設ける設計

とする。また，現場作業の緊急性との関連において，仮設照明の準

備に時間的猶予がある場合には，可搬型照明を活用する設計とする。 

（１）設計方針  

電気設備の設計に際しては，平常時，異常時を問わず，所内電源

の完全な喪失を招くことなく，加工施設の安全性を確保し得るよう，

次のような方針で設計する。 

① 再処理施設の電気設備のうち第１非常用ディーゼル発電機，そ

の燃料を供給する燃料貯蔵設備及び運転予備用ディーゼル発電機

の燃料貯蔵設備を除く，他施設と共用する設備は，共用する施設

において，機器の破損，故障その他の異常を検知し，6.9ｋＶ常用

主母線又は 6.9ｋＶ運転予備用主母線の遮断器が開放される設計と

することで，加工施設に波及的影響を与えることを防止する設計

とするとともに，受電変圧器については，これらの施設への給電

を考慮しても十分な容量を有する設計とすることで，共用によっ

て加工施設の安全性を損なわない設計とする。  

② 再処理施設の電気設備のうち他施設と共用する第１非常用ディ

ーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備並びに安全冷

却水系は，共用によって加工施設の安全性を損なわない設計とす

る。  



３－９ 

については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

③ 電気設備のうち他施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機

の燃料貯蔵設備は，共用する施設において，故障その他の異常が

発生した場合でも，弁を閉止することにより故障その他の異常に

よる影響を局所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波

及的影響を防止する設計とするとともに，他施設における使用を

想定しても，再処理施設に十分な燃料を供給できる容量を確保す

る設計とすることで，共用によって加工施設の安全性を損なわな

い設計とする。 

（２） 所内高圧系統

再処理施設の所内高圧系統は，受電変圧器，第１非常用ディーゼ

ル発電機（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用。），及び第２運

転予備用ディーゼル発電機から加工施設へ給電するための高圧主系

統並びに高圧系統で構成する。  

また，受電変圧器及び第２運転予備用ディーゼル発電機から加工

施設へも給電する。  

① 高圧主系統（再処理施設と共用）

高圧主系統は，6.9ｋＶで第３－１図に示すように常用４母線，運

転予備用４母線及び非常用２母線の高圧主母線で構成する。  

6.9ｋＶ常用主母線 ……… 受電変圧器から受電する母線（第２ユ

ーティリティ建屋においてはＭＯＸ

燃料加工施設，緊急時対策建屋等を

踏まえた構成とする。）  

6.9ｋＶ運転予備用主母線… 受電変圧器又は第２運転予備用ディ

ーゼル発電機から受電する母線（第

２ユーティリティ建屋においては再



３－１０ 

  については既許可申請書からの変更箇所（記載の適正化を除く）を示す。 

処理施設，緊急時対策建屋等を踏ま

えた構成とする。）  

これらの母線は，母線ごとに一連のメタルクラッド開閉装置で構

成し，機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，その拡

大を防止できるよう，遮断器により故障箇所を隔離し，故障による

影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。   

 6.9ｋＶ運転予備用主母線は，外部電源が健全時には，受電変圧器

から，また，外部電源が喪失した場合には，第２運転予備用ディー

ゼル発電機から受電し，6.9ｋＶ運転予備用母線に給電し，運転予備

負荷に給電する。  

(３) 高圧系統（再処理施設と共用）  

高圧系統は，6.9ｋＶで第３－２（１）～（５）図に示すように常

用 11 母線，運転予備用９母線及び非常用９母線の高圧母線で構成す

る。  

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線は，再処理施設

と共用する放射線監視設備のモニタリングポストへも給電する設計

とする。  

6.9ｋＶ常用母線 ……… 6.9ｋＶ常用主母線から受電する母線 

6.9ｋＶ運転予備用母線… 6.9ｋＶ運転予備用主母線から受電す

る母線  

6.9ｋＶ非常用母線 …… 6.9ｋＶ非常用主母線から受電する母線  

ただし，使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設においては外部電源

の健全時は 6.9ｋＶ常用母線から受電し，6.9ｋＶ常用母線の停電時

には第１非常用ディーゼル発電機から受電するこれらの母線は，母

線ごとに一連のメタルクラッド開閉装置で構成し，機器の損壊，故
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障その他の異常を検知するとともに，その拡大を防止できるよう，

遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化し，他の

安全機能への影響を限定できる構成とする。 

（４）非常用発電機 

外部電源が喪失した場合に，安全上重要な負荷等に給電するため

の非常用所内電源設備として，非常用発電機を２台で構成する。非

常用発電機の位置を第３－３図，電力供給単線結線図を第３－４図

に示す。 

① 非常用所内電源設備のうち動的機器については，多重性及び独

立性を確保する設計とする。具体的には，独立した２箇所に非常

用電源設備を設置し，それぞれ必要な容量を有する非常用発電機

に接続する設計とする。非常用所内電源設備に接続する負荷は，

安全機能を有する施設のグローブボックス排気設備，放射線管理

施設，火災の警報設備，通信連絡設備等であり，負荷容量の合計

は 1000kＶＡ以下である。 

② 外部電源喪失時には，非常用発電機が自動的に起動し，各負荷

に順次給電できる設計とする。非常用所内電源設備接続負荷を第

３－１表に，負荷容量曲線を第３－５図にそれぞれ示す。 

③ 非常用所内電源設備の主要な機器は，加工施設内において運転

状況の監視及び起動等の制御ができる設計とする。 

④ 送電網の降下火砕物の影響により，長期的に外部電源が喪失し

た場合に対し，除灰対策等により，降下火砕物によって機能が損

なわれない対策を講ずる設計とするとともに，十分な容量を有す

る燃料油を供給できる設計とする。燃料油供給系統の構成を第３

－６図に示す。 
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⑤ 非常用発電機は，送電網への降下火砕物の影響により，長期的

に外部電源が喪失する場合には，負荷容量の制限を行うことで，

７日間の外部電源喪失を仮定しても必要な負荷に給電できるよう，

７日間以上連続運転できる燃料を貯蔵する。 

（５） ディーゼル発電機  

ディーゼル発電機は，外部電源が喪失した場合に，安全上重要な

負荷等に給電するための非常用所内電源設備として，第１非常用デ

ィーゼル発電機２台，また，外部電源が喪失した場合に運転予備負

荷に給電するための非常時の電源として，第２運転予備用ディーゼ

ル発電機１台で構成する。  

第１非常用ディーゼル発電機は，加工施設と共用する放射線監視

設備のモニタリングポストへも給電する設計とする。  

第２運転予備用ディーゼル発電機は，再処理施設の運転予備負荷

へも給電する設計とする。  

 ① 第１非常用ディーゼル発電機（再処理施設と共用）  

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の第１非常用ディーゼル発電機は，

多重性及び独立性を確保する設計とする。具体的には，独立した２

箇所に，それぞれ必要な容量を有する非常用ディーゼル発電機を設

置する設計とする。また，７日間の外部電源喪失を仮定しても電力

を供給できるよう，７日間以上連続運転できる燃料貯蔵設備を設け，

非常用ディーゼル発電機の燃料油系により，運転時に連続して燃料

を供給できる設計とする。  

6.9ｋＶ非常用母線が停電すると，第１非常用ディーゼル発電機が

起動し，6.9ｋＶ非常用母線に接続している負荷は，動力用変圧器及

び 460Ｖ非常用母線に接続しているモータコントロールセンタを除い
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てすべて遮断される。その後，第１非常用ディーゼル発電機は，電

圧及び周波数が定格値になると，6.9ｋＶ非常用母線に自動的に接続

され，必要な負荷が自動的に順次投入される。  

また，第１非常用ディーゼル発電機で発生する熱の除去は，その

他再処理設備の附属施設の安全冷却水系で行う。  

第１非常用ディーゼル発電機のそれぞれに接続する主要な負荷は，

放射線監視設備に属するものである。  

再処理施設と共用する放射線監視設備のモニタリングポストは，

第１非常用ディーゼル発電機を非常用所内電源設備とする設計とす

ることから，第１非常用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する

重油タンク並びに安全冷却水系についても，再処理施設と共用する。 

（６） 燃料油供給系統  

 ① 重油タンク 

再処理施設のモニタリングポスト等の機能を確保するため，第

１非常用ディーゼル発電機２台に対し，重油タンクから非常用デ

ィーゼル発電機へ供給する燃料油系統も４系統を設ける設計とす

る。燃料油供給系統の構成を，第３－６図に示す。  

重油タンクの必要量は，外部電源喪失が発生した場合，第１非

常用ディーゼル発電機は自動起動し，モニタリングポスト等に電

力を供給する。 重油タンクは，第１非常用ディーゼル発電機２台

を７日間運転できる容量を有する設計とする。重油タンクの単一

故障に対しても必要な機能を維持できる設計とする。 

② 燃料タンク 

加工施設の安全性を維持するために必要な機能を確保するため，

非常用発電機２台に対し，燃料タンクから非常用発電機へ供給す
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る燃料油系統を設ける設計とする。燃料油供給系統の構成を，第

３－６図に示す。  

燃料タンクの必要量は，送電網への降下火砕物の影響により長

期的に外部電源喪失が発生した場合には，負荷制限を行うことで，

非常用発電機１台を７日間運転できる容量(非常用発電機は 60 ㎥)

を有する設計とする。 

（７）評価 

①  再処理施設の電気設備のうち第１非常用ディーゼル発電機，そ

の燃料を供給する燃料貯蔵設備及び運転予備用ディーゼル発電

機の燃料貯蔵設備を除く，他施設と共用する設備は，共用する

施設において，機器の破損，故障その他の異常を検知した場合

には，6.9ｋＶ常用主母線又は 6.9ｋＶ運転予備用主母線の遮断

器を開放することで，加工施設に波及的影響を与えることを防

止する設計とするとともに，受電変圧器については，これらの

施設への給電を考慮しても十分な容量を有する設計とすること

で，共用によって加工施設の安全性を損なわない。  

 ②  再処理施設の電気設備のうち他施設と共用する第１非常用デ

ィーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵設備並びに安

全冷却水系は，給電先が共用するモニタリングポストであり，

必要となる電力，燃料並びに冷却水が増加するものではないこ

とから，共用によって加工施設の安全性を損なわない。  

 ③  電気設備のうち他施設と共用する運転予備用ディーゼル発電

機の燃料貯蔵設備は，共用する施設において，故障その他の異

常が発生した場合でも，弁を閉止することにより故障その他の

異常による影響を局所化し，故障その他の異常が発生した施設
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からの波及的影響を防止する設計とするとともに，他施設にお

ける使用を想定しても，再処理施設に十分な燃料を供給できる

容量を確保する設計とすることで，共用によって加工施設の安

全性を損なわない。
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第３－１表 非常用所内電源設備接続負荷 

負荷の種別 安全機能を有する施設 運転容量 

１ グローブボッ

クスの排気設

備等 

グローブボックス排風機（排気機能の維持に必要な回

路を含む。） 約310 

kＶＡ(注

１) 

工程室排風機（排気機能の維持に必要な回路を含

む。） 

建屋排風機（排気機能の維持に必要な回路を含む。） 

２ 放射線管理施

設 

 

排気モニタリング設備 
約80 

kＶＡ 
放射線監視設備 

環境モニタリング設備 

３ 火災の警報設

備等，通信連

絡設備，非常

用照明 

焼結設備の警報回路 

約90 

kＶＡ 

小規模試験設備の警報回路 

水素・アルゴン混合ガス設備の警報回路 

火災防護設備の報知機能 

避難・誘導設備 

４ その他 非常用発電機補機 

グローブボックス消火装置 

非管理区域換気空調設備 

加速度大による緊急遮断弁作動回路 等 

約340 

kＶＡ 

注１ 非常用所内電源設備に接続する排風機のうち，単機容量の最大値を運転容量とする。 
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第３―１図 受変電設備及びディーゼル発電設備単線結線図 
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第３－２（１）図 主要建物内単線結線図 
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第３－２（２）図 主要建物内単線結線図 
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第３－２（３）図 主要建物内単線結線図 



３
－
2
1
 

 
 

に
つ
い

て
は

既
許
可
申
請
書
か
ら
の
変
更
箇
所
（
記
載
の
適
正
化
を
除
く
）
を

示
す
。
 第３－２（４）図 主要建物内単線結線図 
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第３－２（５）図 主要建物内単線結線図 
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第３－３図（１）主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地下１階） 

は核不拡散上の観点から公開できません。 
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第３－３図（２）主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地上１階） 

は核不拡散上の観点から公開できません。 
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 第３－４図 電力供給単線結線図 
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第３－５図 負荷容量曲線 

は商業機密の観点から公開できません。 
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非常用発電機 

 

第１非常用ディーゼル発電機 

 

第３－６図 燃料油供給系統概要図 
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１．ＭＯＸ燃料加工施設と他施設とで共用している設備の許可の状況 

 ＭＯＸ燃料加工施設と再処理施設及び廃棄物管理施設とで共用している

設備の許可の状況を以下に示す。なお，全体的な共用の状態を別紙１に示す。 

共用する設備 再処理施設 
廃棄物 

管理施設 
備考 

人の容易な侵入を防止できる障

壁 ○ ○  

探知施設 ○    

通信連絡設備 ○ ○  

ページング装置 ○ ○  

所内携帯電話 ○ ○  

統合原子力防災ネットワーク IP

電話 ○   

統合原子力防災ネットワーク 

IP-FAX ○   

統合原子力防災ネットワーク 

TV 会議システム ○   

一般加入電話 ○   

一般携帯電話 ○   

衛星携帯電話 ○   

ファクシミリ ○   

緊急時対策所 ○   

第 1 非常用ディーゼル発電機 ○   
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２．共用する設備の範囲 
２．１ ＭＯＸ燃料加工施設との共用 
 再処理施設の設備をＭＯＸ燃料加工施設が共用する設備の範囲を以下に

示す。 
 

再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設で共用する設備，機器等 
共用範囲 

施設 設備 設備，機器等 

放射線管理
施設 

屋外管理用
の主要な設
備 

環境モニタリング
設備 モニタリングポスト 

・モニタリングポスト 
・無停電電源装置及び給電
ライン 
・検出器からモニタリングポ
ストのアンテナ間の無線伝
送ライン 
 

  



 
補

４
－

３
 

 
 



 
補４－４ 

 
再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設で共用する設備，機器等 

共用範囲 
施設 設備 設備，機器等 

その他加工
設備の附属
施設 

通信連絡
設備 

警報装置 

ページング装置 

中央制御室のマイク操作
器及びＭＯＸ燃料加工施
設側へ放送信号を発す
る装置 
 

所内通信
連絡設備 

所内携帯電話 
所内携帯電話及び電話
交換機ネットワーク全て 

所外通信

連絡設備 

統合原子力防災ネットワ

ーク IP 電話 
統合原子力防災ネットワ
ークＩＰ電話 
無停電交流電源 

統合原子力防災ネットワ

ーク IP-FAX 
統合原子力防災ネットワ
ーク IP-FAX 
無停電交流電源 

統合原子力防災ネットワ

ーク TV 会議システム 
統合原子力防災ネットワ
ークＴＶ会議システム 
無停電交流電源 

一般加入電話 一般加入電話 

一般携帯電話 一般携帯電話 

衛星携帯電話 衛星携帯電話 
無停電交流電源 

ファクシミリ ファクシミリ 
無停電交流電源 
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再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設で共用する設備，機器等 

共用範囲 
施設 設備 設備，機器等 

その他加工
設備の附属
施設 

緊急時対策所 緊急時対策所 

ディーゼル
発電機 

第 1 非常用ディーゼル発電機 

・第 1 非常用ディーゼル
発電機 
・6.9kV 非常用母線 
・460V 非常用母線 

燃料貯蔵設備（重油タンク） 
第１非常用ディーゼル
発電機の機能を維持す
るために必要な範囲 

安全冷却水系 
第１非常用ディーゼル
発電機の機能を維持す
るために必要な範囲 
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○ディーゼル発電機の共用範囲 

 

：
共
用
範
囲
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○ディーゼル発電機からモニタリングポストまでの電

源系統の共用範囲 

：共用範囲 
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共用する設備 再処理施設 
廃棄物 

管理施設 
備考 

粉末缶 ○
※1   

混合酸化物貯蔵容器 ○
※1   

洞道搬送台車 ○
※1  ＭＯＸ燃料加工 

施設の設備 

貯蔵容器搬送用洞道（ウラン・プ

ルトニウム混合酸化物貯蔵建屋

と貯蔵容器搬送用洞道との境界

部に設置する３時間以上の耐火

能力を有する扉を含む） 

○
※1  ＭＯＸ燃料加工 

施設の設備 

燃料加工建屋の一部（貯蔵容器

搬送用洞道と燃料加工建屋との

境界部に設置する扉を含む） 
○

※1  ＭＯＸ燃料加工 

施設の設備 

海洋放出管理系 ○
※1   

第２低レベル廃棄物貯蔵系 ○
※1   

環境試料測定設備 ○
※1   

モニタリングポスト ○   

  ※1：加工事業許可申請書において，共用又は取合いについて許可を得ている施設 
 

別紙（１／４） 



 
 

 

共用する設備 再処理施設 
廃棄物 

管理施設 
備考 

ダストモニタ 

（ダストサンプラ） ○
※1   

積算線量計 ○
※1 ○

※1  

放射能観測車 ○
※1   

気象観測設備 ○
※1 ○

※1  

個人線量計 ○
※1 ○

※1  

ホールボディカウンタ ○
※1 ○

※1  

受変電設備 ○
※1   

給水処理設備 ○ ○  

一般蒸気系の燃料貯蔵設備 ○    

消火水供給設備 ○
※1 

○ 

MOX燃料加工施設との共用につ

いては記載なし 
 

人の容易な侵入を防止できる障

壁 ○ ○  

 

  

別紙（２／４） 

※1：加工事業許可申請書において，共用又は取合いについて許可を得ている施設 
 



 
 

共用する設備 再処理施設 
廃棄物 

管理施設 
備考 

探知施設 ○    

通信連絡設備 ○ ○  

緊急時対策所 ○   

ページング装置 ○ ○  

所内携帯電話 ○ ○  

統合原子力防災ネットワーク IP

電話 ○   

統合原子力防災ネットワーク 

IP-FAX ○   

統合原子力防災ネットワーク 

TV 会議システム ○   

一般加入電話 ○   

一般携帯電話 ○   

衛星携帯電話 ○   

ファクシミリ ○   

第 1 非常用ディーゼル発電機 ○   

※1：加工事業許可申請書において，共用又は取合いについて許可を得ている施設 
 

別紙（３／４） 



 
 

○貯蔵容器搬送用洞道及び燃料加工建屋の一部の共用範囲 

 

 

別紙（４／４） 
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降灰時の非常用電源設備の運用について 

 

１．送電網への降下火砕物の影響により，長期的に外部電源が喪失した場合

に対し，燃料油を貯蔵することにより，ＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損

なわない設計とする。 

２．降灰では，敷地内外で交通の途絶が発生することが想定されることから，

外部電源が喪失した際にＭＯＸ燃料加工施設の安全性を維持するために必

要な機能の運転容量について第１表のとおり選定した。 

 

第１表 降灰時の非常用所内電源設備の負荷制限後の運転容量について 

負荷の種別 安全機能を有する施設注１ 

通常の運

転容量 

負荷制限

実施後の

運転容量 

１ グローブボッ

クスの排気設

備等 

グローブボックス排風機（排気機能の維持に必要な回路

を含む。） 約310 

kＶＡ 

約225 

kＶＡ 工程室排風機（排気機能の維持に必要な回路を含む。） 

建屋排風機（排気機能の維持に必要な回路を含む。） 

２ 放射線管理施

設 

 

排気モニタリング設備 
約80 

kＶＡ 
― 放射線監視設備 

環境モニタリング設備 

３ 火災の警報設

備等，通信連

絡設備，非常

用照明 

焼結設備の警報回路 

約90 

kＶＡ 

約10 

kＶＡ 

小規模試験設備の警報回路 

水素・アルゴン混合ガス設備の警報回路 

火災防護設備の報知機能注２ 

避難・誘導設備 

４ その他 非常用発電機補機 

グローブボックス消火装置  

非管理区域換気空調設備 

加速度大による緊急遮断弁作動回路 等 

約340 

kＶＡ 

約120 

kＶＡ 

計 
約820 

ｋＶＡ 

約355 

kＶＡ 

注１：安全上重要な施設のうち機能を維持する必要のある設備を太字で示す。 

注２：安全上重要な施設の負荷を計上した。 
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３．施設の安全性を確保するために必要な安全上重要な施設の監視機

能及び消火装置を稼働するために必要な負荷に非常用発電機が 7 日

間は外部からの支援がなくても必要な容量を確保していることを確

認した（第２表）。また，燃料油の供給系統を第１図に，負荷―燃料

消費線図を第２図に示す。 

 

第２表 必要燃料油量と燃料油貯蔵量の比較 

項⽬ 
運転容量を制限した際に 

必要な燃料油量 
燃料貯蔵量 

（a） ⾮ 常 ⽤ 発 電 機 の 起 動
から負荷制限が完了す
るまでの間の燃料消費
量 

約 966 Ｌ 1950 Ｌ 

（b） 負 荷 制 限 完 了 後 か ら
の燃料消費量 

約 58.8 ｋＬ 60 ｋＬ 

 

 

第１図 非常用発電機の燃料供給系統 

 

 

 



補８－３ 

 

 

    第２図 負荷―燃料消費量線図 

 

は商業機密の観点から公開できません。 




